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この「勤務実態調査２０１２」は、全日本教職員組合が提起し、 ここにご紹介したデータだけではなく、様々な結果が出ています。

昨年１０月１日から７日までの一週間、全国で６８７９名が参加 高知県の結果について、他のデータなどを見たい方は、高知県教組
して実施したものです。 までご連絡下さい。（電話０８８－８２２－４１３５）

①高知県集計総数 １７５名（男 ５６名、女性１１９名） ④教職員の意識
＊各項目の左の数字が高知県の結果、〔 〕内が全国です。 「とても感じる、わりと感じる、どちらとも言えない、あまり感じない、

②平均時間外労働 全く感じない」の５つの選択肢で、それぞれの項目について回答。
ⅰ 全体平均

平日 ４９時間３０分 〔全国 ５４時間１９分〕 ⅰ やりがいがある・・・とても感じる ２２．８％ 〔２７．５％〕
土日 ９時間４９分 〔１５時間１３分〕 わりと感じる ５５．１％ 〔５４．０％〕

持ち帰り ２０時間３４分 〔２１時間４１分〕 合計 ７７．９％ 〔８１．５％〕
合計 ７９時間５３分 〔９１時間１３分〕 ⅱ その他の意識（とても・わりとの合計）

仕事に追われて生活のゆとりがない ７５．９％ 〔７４．８％〕
ⅱ 教諭等 授業の準備をする時間が足りない ７９．６％ 〔７５．８％〕

平日 ５２時間０８分 〔５６時間４２分〕 生活指導が必要な児童生徒が増えた ７８．７％ 〔６９．５％〕
土日 １１時間０２分 〔１６時間１４分〕 保護者や地域住民への対応が増えた ６２．８％ 〔６３．０％〕

持ち帰り ２２時間５１分 〔２２時間３６分〕 行うべき仕事が多すぎる ９４．２％ 〔８４．６％〕
合計 ８６時間０１分 〔９５時間３２分〕 給料が安い ６５．７％ 〔６７．１％〕

ⅲ 教諭等の校種別（平日・土日・持ち帰り合計）
小学校 ８１時間４２分 〔 ９４時間２１分〕
中学校 ９３時間１１分 〔１１４時間２５分〕
高校（全日） ８５時間３４分 〔１００時間４７分〕
障害児学校 ７２時間４０分 〔 ７５時間２９分〕

③年休取得・・・１５．１日 〔１１．７日〕
うち、長期休業中以外の取得日数 ５．４日

〔４．７日〕

⑤ストレスを感じるもの（とても・わりとの合計） （④と同じ回答方法） ⑥減らすべき仕事・・・自由筆記・高知県の上位７位まで
学習指導 ５９．４％ 〔４８．７％〕 資料や統計作成、報告書提出など ４３．０％ 〔１ ３３．２％〕
生徒指導 ６５．２％ 〔６１．３％〕 研修（初任研を含む）や研究 １４．３％ 〔５ ６．９％〕
部活動指導 ２７．４％ 〔３２．２％〕 会議・打ち合わせ ５．９％ 〔２ １１．７％〕
事務的な仕事 ７９．０％ 〔６６．１％〕 行事に関する仕事 ５．５％ 〔６ ４．８％〕
業務の質 ６７．４％ 〔５９．０％〕 授業持ち時間数 ４．８％ 〔４ ７．６％〕
業務の量 ８０．３％ 〔７４．８％〕 部活・駅伝・陸上競技など ３．７％ 〔３ ８．２％〕
同僚との人間関係 ３４．８％ 〔３１．６％〕 全国学テなど学力向上 ３．３％ 〔なし〕
上司との人間関係 ３７．０％ 〔３１．９％〕
保護者への対応 ６３．０％ 〔５３．５％〕

「勤務実態調査２０１２」結果概要

高知県で、１００時間
以上の人が２３．１
％、８０時間以上の
人が１３．９％。合わ
せて３７．０％。三人
に一人以上が、過労
死ラインといわれる
月８０時間以上の残
業を行っています。

平均睡眠時間は、６時間２６分。４人に一人以上は、６時
間未満。女性では、その割合が３０％を超えます。結
局、睡眠時間を削って、持ち帰り仕事や家事をこなして
いる実態が浮かび上がりました。残業時間は、学級規模
（大規模になれば残業時間は増えます）や、部活動との
関係（正顧問かどうか）も数字に表れています。

平日に取得できているの
は、二ヶ月に一回程度。
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全国と比べて、10%以上高い項目は、
「学習指導」「事務的な仕事」。低い
のは、「部活動指導」のみ。「業務
の量」や「事務的な仕事」は５人に４
人がストレスを感じています。

「資料や統計作成、報告書作成」に４３％の高
率の結果。⑤の問いと合わせて、こうした事務
的な仕事を減らすことは急務の課題です。全国
にはない「全国学テなど学力向上」の対策を

あげた人がいるのも特徴です。


